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公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 

広域感染症災害救援事業 実施要項 

 

令和 2 年 6 月 25 日制定（令和 2 年 6 月 25 日施行） 

令和 2 年 7 月 10 日改正（令和 2 年 7 月 20 日施行） 

令和 3 年 3 月 24 日改正（令和 3 年 4 月 1 日施行） 

令和 3 年 4 月 15 日改正（令和 3 年 4 月 15 日施行） 

令和 3 年 6 月 29 日改正（令和 3 年 6 月 29 日施行） 

令和 3 年 9 月 29 日改正（令和 3 年 10 月 1 日施行） 

 

 

 

 

 

１．事業の目的 

新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）が広がる中で、高齢者介護施設・事

業所（以下「介護施設等」という。）及びその介護現場の職員が行う感染症の発生や拡大を防

止するための取り組みに対して、総合的な支援を行うとともに、感染症の発生した介護施設等

において介護現場業務に従事した職員等を支援するために、本事業を実施する。 

 

２．事業の実施主体 

本事業は、公益社団法人全国老人福祉施設協議会（以下「全国老施協」という。）が、都道

府県・政令都市の老人福祉施設協議会・デイサービス協議会（以下「都道府県等老施協」とい

う。）との連携により実施する。 

 

３．事業の内容 

 

（１）感染者等が発生した介護施設等への見舞金支給 

感染症が発生した介護施設等（全国老施協会員）に対して見舞金を支給する。 

見舞金の支給基準と支給単価については、別表１の定めによるものとする。なおこの定め

は、見舞金の支給総額が年間予算額を大きく超えると見込まれる場合、年度途中であっても

見直すことがあり得るものとする。 

 

（２）現場支援者派遣元施設への補助金支給 

感染症の発生により要員不足となった介護施設等に対して、介護現場職員を応援派遣した

介護施設等に対して補助金を支給する。ただし応援派遣が都道府県等または都道府県等老施

協が関与する協定、申し合わせ又は調整等によって行われるものであって、応援派遣をする

介護施設等が応援派遣を受ける介護施設と同一法人でない場合に限る。 

補助金の支給基準と支給単価については、別表２の定めによるものとする。 
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本補助金は国又は地方自治体における補助金のように補助対象を明定するものではなく、

応援派遣される職員の負担を含む現場支援派遣施設の負担全体に対する支援金としての性質

をもつものである。このため支給された補助金の使途については特段の定めはなく、応援派

遣される職員に対する特別手当等のほか、当該職員が欠ける間の他の職員や介護施設等の負

担に対する充当など、介護施設等の判断に委ねられる。 

なおこの定めは、補助金の支給総額が年間予算額を大きく超えると見込まれる場合、年度

途中であっても見直すことがあり得るものとする。 

 

 

（３）各種相談窓口の設置 

感染症への対応に伴うストレスが蓄積する介護現場職員のために、精神衛生（メンタルへ 

ルス）に関して産業医に電話で相談ができるメンタルヘルスサポート窓口を設置し、その精 

神的負担軽減と精神衛生の確保を図る。 

また、感染症への対策に伴う会員の各介護施設等におけるインターネット上の風評被害対 

策や、メディアからの取材等に関するコミュニケーションを支援するための専門家に電話で 

相談ができる風評被害等のコミュニケーション対応支援サポート窓口を設置することができ 

るものとする。 

 

 

4見舞金及び補助金の支給の手続 

（１）支給の申請 

 見舞金及び補助金は、支給対象となる施設等が全国老施協に対して行った支給申請に基づ 

いて支給される。その支給申請手続きは、見舞金の場合は支給対象となる介護施設等が感染状

況報告書(様式２)を、また補助金の場合は支給申請書(様式３)を、感染症が発生した日から 2

か月以内に都道府県等老施協に提出し、当該都道府県等老施協がこれを本会に提出すること

によって行う。 

 

（２）支給の決定 

（１）によって提出された申請書については、全国老施協の事務局の確認に基づいて、常任

理事会において支給の可否を決定する。 

支給決定の状況については理事会に報告する。 

 

（３）支給の方法 

（２）によって支給決定された見舞金及び補助金は、全国老施協から支給対象の介護施設 

等へ直接支給する。不支給となった場合は、全国老施協から当該介護施設等へその理由を添

えて通知する。 

全国老施協はその支給状況を該当都道府県等老施協に速やかに報告する。 

なお、支給に関しては、支給申請書が都道府県等老施協に提出され、当該都道府県老施協

が本会に提出をした後、速やかに支払を行うものとする。 

  



3 

 

 

 

 

別表 1  感染者等が発生した介護施設等への見舞金の額 

感染者が発生した介護施設等（会員介護施設等に限る）への見舞金 

区分 要件 見舞金額 

区分 1 1介護施設等の陽性者（注）5名以上 1介護施設等 10万円 

区分 2 1介護施設等の陽性者（注）4名以下 1介護施設等 5万円 

(注）陽性者は、今回の感染発生事案における検査により、一度でも陽性反応が出たものとする。 

 

別表 2  現場支援者派遣施設への補助金の額 

要件 補助額 

感染症の発生により要員不足となった介護施

設等に対して介護現場職員を応援派遣した介

護施設等（実施要領 3(3)に該当する場合に限

る） 

1介護施設等 10万円  

 


